
平成１４年２月２２日

上場取引所
本社所在都道府県

1111 9999 8888 7777

ＴＥＬ　 （082） 504－3300
決算取締役会開催日 平成１４年２月２２日 中間配当制度の有無 無
定時株主総会開催日 平成１４年３月２８日

1.　13年12月期の業績（平成13年1月1日～平成13年12月31日）1.　13年12月期の業績（平成13年1月1日～平成13年12月31日）1.　13年12月期の業績（平成13年1月1日～平成13年12月31日）1.　13年12月期の業績（平成13年1月1日～平成13年12月31日）
経営成績経営成績経営成績経営成績 百万円未満を切り捨てて表示しています。

百万円 百万円 百万円
（ ） △ （ ） （ △ ）
（ △ ） △ （ ） （ △ ）

百万円 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
△ （ ） △
△ （ ） △

（注）１.　期中平均株式数 13年12月期 株 12年12月期 株

２．　会計処理の方法の変更 無

３.　売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

配当状況配当状況配当状況配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

（注）13年12月末配当金の内訳 : 普通配当６．00円

財政状態財政状態財政状態財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注）１．期末発行済株式数 13年12月期 株 12年12月期 株

２．期末自己株式数 13年12月期 株 12年12月期 株

2.　14年12月期の業績予想（平成14年1月1日～平成14年12月31日）2.　14年12月期の業績予想（平成14年1月1日～平成14年12月31日）2.　14年12月期の業績予想（平成14年1月1日～平成14年12月31日）2.　14年12月期の業績予想（平成14年1月1日～平成14年12月31日）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

00 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 13円53銭
（注）当期中に早期退職制度の実施を予定しており、予想には影響額を見込んでおります。
      当社は、平成１３年１月１日付で広島建設工業株式会社と光和建設株式会社が合併いたしました。   

本頁及び次頁以降の前各期に係る数値は、存続会社の広島建設工業株式会社の数値を記載しています。
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中 間
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６．１３年１２月期
１２年１２月期

平平平平 成成成成 １１１１ ３３３３ 年年年年 １１１１ ２２２２ 月月月月 期期期期 個個個個 別別別別 財財財財 務務務務 諸諸諸諸 表表表表 のののの 概概概概 要要要要

29,557,194

27.8
9.5

387

（1）（1）（1）（1）

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

潜在株式調整後１

％
74.8

問 合 せ 先

当 期 純 利 益

％％
48,274
37,770

営 業 利 益

１株当たり

広 島 県
東 証 第 二 部

責任者役職名
氏 名

常 務 取 締 役
児 玉 光 雄

株株株株 式式式式 会会会会 社社社社 ソソソソ ルルルル ココココ ムムムム

0.0

00
―

0.2△50. 62

50
―

―

配 当 性 向
株 主 資 本
配 当 率

7.3

（ 年 間 ）
配 当 金 総 額

― 0.2

21,693,700

６．
７．７． 50

―
―

708.

総 資 産 株 主 資 本

30,818 20,949 68.0１３年１２月期
１２年１２月期 25,837 14,990 691.

―― ― ―

00

―

58.0

―
6.

30
― ―

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

400
21,700
43,700

390
670

中 間 期
通 期
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   （単位：千円）

（平成１３年１２月３１日現在） （平成１２年１２月３１日現在）

（△）
％ ％

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）

△

△

完成工事未収入金

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△ △

△ △ △

14,829,696 48.1 15,735,720 60.9 906,023

貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表

39.1

6,992,005 27.1

1,069,320

60,063

222,586

4,981,512

15.6

540

2,985,778

1,574,693

254,075

100.0

256,197

402,893

13,870

799,271

10,101,738

271,467

20,680 5,529

24,058

108,068

35.7

15,989,273

62,364

140,906

59,359

445,818

133,149

161,261 284,557

654,035

1,809,402

1,453,307

819,585

105,325

89,600

139,889

11,005,814

231,275

4,532,050

312,709

9,700

       －

       －

10,032

195,478

587

39,998

64,264

6,177,192

24,813

149,230

35,645

28,678

4,013,808

3,005

5,887,535

31,820

115,291

2,661,838

64,324

15,184

14,025

90,184

4,170

195,478

587

29,977

比 較 増 減

506,303

55,588

252,907

235,479

979,382

構 成 比 金 額 構 成 比

1,481,441

268,977

5,000,579

672,154

94,241

7,156,574

3,462,730

127,828

3,230,233

123,953188,277 0.50.6

171,212

51.9

貸 倒 引 当 金

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工具器具・備品

土 地

350,415

5,892,072

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

その他流動資産

繰 延 税 金 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

当 期

975,137

324,565

5,253,487

436,674

前 期

金 額

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

科 目
期 別

有 価 証 券

自 己 株 式

商 品

仕 掛 品

未成工事支出金

販 売 用 不 動 産

長 期 前 払 費 用

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投投投投 資資資資 等等等等

投 資 有 価 証 券

11.6

97,504

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

55,128

4,795,181

2,394,279

359,400

181,866

26,449

30,818,970

149,770

484,262         －

不動産事業支出金 422,075         －

15,151

100.025,837,458

484,262

422,075

繰 延 税 金 資 産

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金
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   （単位：千円）

（平成１３年１２月３１日現在） （平成１２年１２月３１日現在）

（△）
％ ％

（負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）

△

△

△

△

△

△

△

完成工事補償引当金

△

△

役員等退職給与引当金

△

（資本の部）（資本の部）（資本の部）（資本の部）

固定資産圧縮積立金

△

△ △

△ △

2,776,940

構 成 比

76,286

2,119,556

240,000

197,908

2,337,831

1,535,421

21,538

18,117

113,034

282,767

11,000

210,961

87,042

1,556,250

40,716

9,869,886

1,967,564

101,433

197,634

963,750

242,051

13,800

198,098

63,762

        －

21,705

28,447

3,335,152

120,000

345,551

2,227

11,150,000

1,201

        －

1,931,422

10,847,094

1,851,248

2,800

121,812

130,289

151,990

11,601

167

10,329

96,400

558,212

120,000

147,643

1,026

93,345

2,867,374

2,337,831

977,208

120,902

105,637

5,487,822

5,524,383

5,958,720

4,981,512

21.2 31.3

10.710.8

42.0

7.5

7.2

43.4

68.0

1,368,393

482,855

        －

14,990,363

383,716

11,207,692

11,591,409

441,409

32.0

7.5

6.6

54.2

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

2,640,087

6,534,733

金 額

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未成工事受入金

長 期 借 入 金

その他固定負債

退職給与引当金

剰剰剰剰 余余余余 金金金金

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 16,652,000

463,792

16,695,514

17,115,792

△ 0.3

0.0

30,818,970 25,837,458負負負負 債債債債 及及及及びびびび 資資資資本本本本 合合合合計計計計 100.0

20,949,084

資資資資 本本本本 金金金金

法法法法 定定定定 準準準準 備備備備 金金金金

2,324,732

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

2,050,231

1,461,738

588,493

493

420,277

100.0

58.0

当期未処理損失

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

退職給付引当金 2,867,374

        －

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

当 期 前 期

その他流動負債

そそそそのののの他他他他有有有有価価価価証証証証券券券券評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金 120,902

194,052

8,070,154

2,429,125

284,677

2,520,000

金 額 構 成 比

493

22,383

5,502,000

36,561

393,310

198,983

比 較 増 減

賞 与 引 当 金 96,400         －

預 り 金

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

期 別

工 事 未 払 金

科 目

買 掛 金
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　（単位：千円）

自 平成１３年　１月　1日 自 平成１２年　１月　1日
至 至

（△）
％ ％

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費

△

投資有価証券売却益

△

△

△
△ △

△
△
△

―

61,747

1.5

40,390
761,190

29,095

1,098,145

21,393

2.4

2.7

1,323

―

9,425

1,622,530

188,710

41,354
233,120

274,475

2,464,012

841,482
2,652,723

5.5

6.3

0.8

0.0

0.1

69,923
税税税税 引引引引 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 損損損損 失失失失 1,144,523

そ の 他 特 別 損 失

8,871

316,244

100,444

36,561

100,444
297,739

383,716

316,244 △

726,108
8,529

2.9

5.0
0.1

40,390
288,187
388,999

729,5445.4

22,692

0.5

前 期 損 益 修 正 損

投資有価証券評価損

1,870,631

72,578

101,458

7,487
2,033,837

1,882,831

78,615

43,473
―

19,492

0.7

96,364

37,802
―

0.2

0.3

0.9

0.1 24,016

0.3

当 期

100.0

平成１３年１２月３１日
比 率

48,274,949

科 目

期 別

金 額
平成１２年１２月３１日

28,916
退 職 給 与 引 当 金

早 期 退 職 加 給 金

経

常

損

益

の

部

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

営営営営 業業業業 損損損損 益益益益

合 併 費 用
36,981

―

96,674

繰 入 額

447,330

9,054
固定資産除去売却損

営営営営 業業業業 損損損損 失失失失
営 業 外 損 益
営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益
受 取 利 息 配 当 金
その他営業外収益

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失 1,304,293

93.5
5,464,024

35,306,64745,622,288

比 較 増 減

10,504,289

10,315,641

金 額 比 率

100.037,770,659

188,648

20,620

387,080

198,432

172,855

0.1

32,306,635

6.5

7.0

30,684,105
4,622,541

94.5
4,863,061

41,543,190
4,079,098

損損損損 益益益益 計計計計 算算算算 書書書書

前 期

43,411,887

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
当当当当 期期期期 純純純純 損損損損 失失失失

還 付 法 人 税 等

完 成 工 事 総 利 益
2,652,660

前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額

10,052

384,898

完 成 工 事 原 価
兼業事業売上原価

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

圧 縮 積 立 金 取 崩 額
当当当当 期期期期 未未未未 処処処処 理理理理 損損損損 失失失失

兼業事業売上総利益

税効果会計適用に伴う固定資産

46,197

420,277

42,760

1,868,697

15,550

144,219

35,709
8,927

783,963

44,636

3,039,803

62,431

387,143

特

別

損

益

の

部

そ の 他 特 別 利 益

1,062,743

兼 業 事 業 売 上 高

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

完 成 工 事 高
売売売売 上上上上 高高高高

          －

          －

473,003
          －

288,867

支 払 利 息
その他営業外費用

709,145

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益
前 期 損 益 修 正 益
固 定 資 産 売 却 益

37,625
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（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した、重要な会計処理の原則及び手続きは次のとおり

であります。

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

…… 期末日の市場価格等に基づく時価法

…… 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

…… 移動平均法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 最終仕入原価法による原価法

3. 固定資産の減価償却の方法

…… 定率法。ただし、平成10年4月1日以降取得建物（建物附属設

備を除く）については、定額法によっています。

…… 定額法。ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

4.

…… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

実績繰入率、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

…… 完成工事のかし担保の費用に備えるため、完成工事高に実績

繰入率を乗じた額を計上しています。

…… 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当期の

負担額を計上しています。

（表示方法の変更）

前期において「未払費用」に含めて計上していた従業員賞与に

ついては、リサ－チ・センタ－審理情報№１５「未払従業員賞与

の財務諸表における表示科目について」の適用により、当期か

ら「賞与引当金」として独立掲記する方法に変更しました。

仕 掛 品

販 売 用 不 動 産

商 品

② そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の

無 形 固 定 資 産

完成 工事補償引当金

賞 与 引 当 金

未 成 工 事 支 出 金

不 動 産 事 業 支 出 金

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

引 当 金 の 計 上 基 準

材 料 貯 蔵 品

時 価 の な い も の
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…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、計上しています。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により翌年か

ら費用処理することとしています。

…… 役員並びに理事の退職給与金の支給に備えるため、内規に基

づく当期末要支給額を計上しています。

5. …… リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。

6. 消費税等の会計処理の方法 …… 税抜き方式によっています。

1.

当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価方法、ゴルフ会員権等の会計処理について変更して

います。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ税引前当期純損失及び当期純損失は、

86,905千円多く計上されています。

　 なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券については、投資有価

証券として表示しています。これにより有価証券は195,478千円減少し、投資有価証券は同額増加して

います。

2.

当期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会平成１０年６月１６日））を適用しています。
　 この変更に伴う影響額は、ありません。
　なお、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しています。

〔〔〔〔追追追追加加加加情情情情報報報報〕〕〕〕

退 職 給 付 会 計

退 職 給 付 引 当 金

役員等退職給与引当金

金 融 商 品 会 計

リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法
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貸借対照表に関する事項

当期（平成13月12期） 前期（平成12月12期）

1. 千円 千円

2.

担保に供している資産

千円 千円

千円 千円

千円 千円

担保付債務

千円 千円

千円 千円

3.

千円 千円

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。

当期末日は金融機関の休業日であったため、期末日満期手形が期末残高に含まれています。

（（（（注注注注記記記記事事事事項項項項））））

長 期 借 入 金

受 取 手 形

－

37,667

5,102,245

そ の 他 投 資 等

短 期 借 入 金

15,000

土 地

建 物

期 末 日 満 期 手 形 の 会 計 処 理

担 保 資 産 及 び 担 保 付 債 務

有形固定資産の減価償却累計額

240,000120,000

7,439,216

1,618,252 1,169,751

616,023 18,096

（定期預金）

2,520,000963,750

11,088
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リース物件の所有権が移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

未経過リース料の期末残高相当額

千円 千円

当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

千円 千円

千円 千円

千円 千円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっています。

記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しています。

機 械 装 置

（1）

648,753

227,932

減 価償却累計額相当額

300,397

20,329

期 末 残 高 相 当 額

（5）

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額

（3）

（（（（リリリリーーーースススス取取取取引引引引関関関関係係係係））））

337,835

１ 年 以 内

　当 期（平成13年12月期）

1,424,879合 計

133,617

取 得 価 額 相 当 額

（2）

工具・器具備品

225,841

217,387

　前 期（平成12年12月期）

1,104,152

支払利息相当額

（4）

204,218１ 年 超

239,372

合 計

　当 期（平成13年12月期）

28,251

288,004

776,126 475,728

　前 期（平成12年12月期）

443,228

320,726

286,300

35,129

628,423
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(税効果関係)(税効果関係)(税効果関係)(税効果関係)

(１)  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 (単位：千円)
当期（平成13月12期） 前期（平成12月12期）

(繰延税金資産)

退職給与引当金繰入超過額

退職給付引当金加算額

役員等退職給与引当金

投資有価証券評価損

繰越欠損金

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金資産合計

(繰延税金負債)

固定資産圧縮積立金

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

上記金額は、千円未満の金額を切り捨てて表示しています。

975,810

86,619               

1,166,074

1,512,666

△319,512 △304,439

      △319,512 △304,439

861,635

60,075

              

82,606

44,639

              

1,832,178

508,253

937,105

144,232

95,891 19,287

43,730
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（単位：千円）

ⅠⅠⅠⅠ

ⅡⅡⅡⅡ

ⅢⅢⅢⅢ

ⅣⅣⅣⅣ

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

１株当たり配当金

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

00 00 00 00

50 50

前 期 （ １ ２ 年 １ ２ 月 期 ）

171,605

16,042

―６．

177,346 161,304

６．

中 間

６．―

特 別 配 当

記 念 配 当

208,166

857

16,042

1,000,000

当 期 （ １ ３ 年 １ ２ 月 期 ）

比較増減（△）

―― ―

― ――

合合合合 計計計計

利利利利 益益益益 処処処処 分分分分 額額額額

株 主 配 当 金

（ 内 訳 ）

普 通 配 当

普 通 （ 旧 ） 株 式

年 間

６．

合合合合 計計計計

次次次次 期期期期 繰繰繰繰 越越越越 利利利利 益益益益

科 目
当 期

816,477

固 定 資産圧縮積立金 17,335

任任任任 意意意意 積積積積 立立立立 金金金金 取取取取 崩崩崩崩 額額額額

当当当当 期期期期 未未未未 処処処処 理理理理 損損損損 失失失失 420,277

取 崩 額

前 期

16,477

432,761

161,304

800,000

      －

別 途 積 立 金 取 崩 額

利 益 準 備 金 取 崩 額

利利利利 益益益益 処処処処 分分分分 案案案案

1,024,644

（平成１３年１２月期） （平成１２年１２月期）

36,561

155,563

383,716

１． ― １．

期 末中 間

― ― ―

200,000

7,309

604,367

427,020 271,457

177,346

年 間期 末

7,309

－　10　－



来る平成１４年３月２８日開催の株式会社ソルコム第55回定時株主総会及びその後の取締役会の決議

により、次のとおり役員の異動を行う予定であります。

取 　　締　 　役 （現　　理事　　経理部長）

取 　　締　 　役 （現　　理事　　総務部長）

現　常務取締役

現　常務取締役

 安全品質管理本部長

常務取締役 （現　取締役山口支店長）

新任取締役候補

櫻 木 賢 二

退任予定取締役

昇 格 予 定 者

永　　瀬　　　　脩

２．

児 玉 光 雄

大 林 正 行

内 山 昭 夫

（平成１４年３月２８日付予定）

１．

３．

役役役役 員員員員 のののの 異異異異 動動動動
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（社内参考資料）
　（単位：千円）

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

5.0

100.0 1,300,405 100.0

0.0 0 0.0

計 22,353,145 100.0 21,052,740

高

兼 業 事 業 0 0.0 0

△ 309,383 △ 23.8

残

交 換 工 事 738,608 3.3 1,047,992

注

土 木 工 事 3,984,778 17.8 3,527,322 16.7 457,455 35.2

78.3 1,152,332 88.6

受

線 路 工 事 17,629,759 78.9 16,477,426

100.0 4,152,137 100.0計 39,814,752 100.0 35,662,614

高

兼 業 事 業 4,863,061 12.2 5,464,024 15.3 △ 600,962 △ 14.5

4,270,489 12.0 △ 279,105 △ 6.7注 交 換 工 事 3,991,384 10.0

11.6 1,112,935 26.8土 木 工 事 5,265,133 13.2 4,152,198

受

線 路 工 事 25,695,172 64.6 21,775,902 61.1 3,919,270 94.4

計 48,274,949 100.0 37,770,659 100.0 10,504,289 100.0

5,464,024 14.5 △ 600,962 △ 5.7高 兼 業 事 業 4,863,061 10.0

11.4 107,623 1.0交 換 工 事 4,431,296 9.2 4,323,673

上

土 木 工 事 6,743,806 14.0 4,255,421 11.3 2,488,384 23.7

23,727,540 62.8 8,509,244 81.0売 線 路 工 事 32,236,784 66.8

金額 構成比

％ ％ ％

金額 構成比 金額 構成比

自平成 13年 1月 1日 自平成  12年 1月 1日 比較増減

至平成 13年12月31日 至平成  12年12月31日

完成工事及び受注高・受注残高内訳完成工事及び受注高・受注残高内訳完成工事及び受注高・受注残高内訳完成工事及び受注高・受注残高内訳

当　　　　期 前　　　　期

工事種別

期　　別
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